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事業所を開業しやすい環境にある神奈川県1 
─ 神奈川県はスタートアップ企業の創業で全国をけん引できる可能性 ─ 
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【 要 約 】 

2022年に政府が「スタートアップ育成5か年計画」を掲げるなど、スタートアップ企業を育成することで

経済成長を促すことに対して、注目が集まっている。企業の参入や退出は生産性と密接に関わってい

るとされ、開業率（既存企業に対してどのくらい新しい企業が生まれたかを示す指標）が低い日本がこ

れを高めることは、経済成長にとって重要であると考えられる。こうした中、総務省、経済産業省が

23年6月に発表した21年の「経済センサス活動調査（確報集計）」によると、神奈川県の民営事業所の

開業率 （事業内容等不詳を含まない、2016～21年）は全国5位の高さであり、注目に値する。 

本レポートでは、神奈川県の開業率が高い理由について考えるために、開業率の決定要因を分析

した岡室、小林（2005）が用いた説明変数を使って、民営事業所の開業率について統計学的な分析を

行った。その結果、人口増減率の高さや高度人材の多さなどが、民営事業所の開業率に対して正の相

関関係を持つことが確認でき、岡室、小林（2005）の議論が現在でも有効であることが分かった。 

神奈川県は人口増減率が高く、高度人材も多い地域であるため、事業所が開業されやすいといえ

る。これらは地域の構造的な特徴であり、短期間では変化しにくい。従って、本県は今後も全国以上に

開業率が比較的高い水準で推移しやすいと考えられる。本県はスタートアップ企業の創業で全国をけ

ん引できる可能性を秘めている。 

 

1.神奈川県の開業率は全国5位 

2022 年に政府が「スタートアップ育成 5 か年計画」を掲げるなど、昨今のわが国では、スタートア
ップ企業を育成することに対して、注目が集まっている。企業の参入や退出（事業所や企業の開廃業）
と一国の生産性は密接に関わっているとされ、生産性を扱った文献（例えば、金、権、深尾（2007）、中
村、開発、八木（2017）、宮川（2018）、森川（2018）など）
では、日本の開業率（既存企業に対してどのくらい新しい企業
が生まれたかを示す指標）の低さも、生産性が低迷する要因の
一つとして取り上げられることが多い。つまり、開業率を高め
ることで、近年、上昇率が鈍化傾向にある生産性を引き上げる
ことは、日本の経済成長にとって重要と考えられる。 

こうした中で、総務省、経済産業省が 2023 年 6 月に発表し

 
1 本レポートでは、白須（2022）の 5 ページ図表 7 での事業所数の増減率に関する分析からさらに踏み込んで、事業所の開
業率に関する詳しい分析を行った。 
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図表 1 神奈川県の開業率は全国 5 位 

東京都 32.77
沖縄県 28.76
大阪府 27.30
福岡県 26.97

神奈川県 26.92
全国 23.42

出所：総務省・経済産業省「経済センサス活動調査」
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た 21 年の「経済センサス活動調査（確報集計）」によると、神奈川県の民営事業所の開業率（事業内
容等不詳を含まない、2016～21 年）は 26.9％2と、全国 5 位の高さだったことは注目に値する（図表
1）。そこで以下では、本県の開業率が高い理由を確かめた。その結果、本県が事業所の開業、さらに
は、スタートアップ企業3の創業において、わが国をけん引できる可能性のある地域であることが分か
った。 
 
2．人口増減率の高さや高度人材の多さが事業所の開業と強く相関 

まず、岡室、小林（2005）に倣って、開業率の決定要因を確認する。具体的には、岡室、小林（2005）
で用いられている変数を説明変数とし、民営事業所の開業率を被説明変数とした最小二乗法（OLS）
による推計を行うことで、開業率の決定要因を確かめる（詳細は AppendixⅠを参照）。 

推計結果は図表 2 の通りであり、多くの説明要因を考慮している（1）～（6）の結果が重要であ
る。これらをみると、人口増減率、大学卒業者比率、専門的・技術的職業従事者比率の 3 つの指標で
開業率との間に統計学的に有意な正の相関関係があることが分かる4。これらはいずれも、岡室、小林
（2005）が得た結果と同様である。加えて、本レポートで新たに加えた説明変数である民営事業所の
廃業率も、開業率との間に統計学的に有意な正の相関関係があることが分かった5。一方、製造業の平
均賃金、完全失業率、製造業比率の 3 つの指標については、開業率との間に統計学的に有意な負の相
関関係が確認できた6。これらも、岡室、小林（2005）が得た結果と同様であり、彼らの議論は現在も
有効であるといえる。 

ここで、開業率と正の相関がみられる説明変数の解釈について、岡室、小林（2005）を参考にしな
がら簡単にまとめる。まず人口増減率は、個人消費を中心に当該地域の需要に大きな影響を与える。人
口増減率が高い地域は需要が増えやすい地域と考えられるため、需要の成長を見込んだ事業所の開業
が増えやすいと考えられる。大学卒業者比率と専門的・技術的職業従事者比率は、当該地域の高度人
材の豊富さを表す。高度な技能を有する人が多いほど、新しいビジネスを始めやすいと考えられるほ
か、事業所の開業には法務や税務の知識を持った専門人材にアクセスしやすいことが不可欠であ

 
2 開業率＝2016～21 年の間の新設事業所数/2016 年時点で存在した事業所数。ただし、2021 年の経済センサス活動調査で
は、事業所の把握にあたって国税庁のデータを用いることで、より多くの事業所を補足するという調査方法の見直しが行わ
れた。新たに補足された事業所は全て新設事業所に含まれていることに注意が必要である。 
3 「スタートアップ企業」という用語に明確な定義はないようであるため、本レポートでは新たに事業を開始した企業全て
を指す用語として使用している。なお、経済産業省中国経済産業局（2019）では、株式上場や事業売却を念頭においている
ことなどもスタートアップ企業の特徴であるとする整理がなされている。 
4 事業所規模も開業率との間に正の相関関係が確認できる。しかし、この変数は負の相関関係のみが想定される（岡室、小
林（2005）では、平均的な事業所規模が小さい地域には、小規模企業が参入しやすいとの仮説を立てている）ため、解釈を
与えるのは難しい。岡室、小林（2005）でも符号が正の推計値が得られている。 
5 「事業内容等不詳新設事業所数」と「2016 年の事業所数に対する 2016～21 年の事業内容等不詳の新設事業所数の増分の
比率」も、開業率との間に統計学的に有意な正の相関関係が確認できた。このことから、経済センサス活動調査の調査方法
見直しの影響が、一定程度コントロールできていると考えられる。これらの変数の意味については、AppendixⅠの脚注 9 を
参照。 
6 持ち家世帯比率と事業所密度も、開業率との間に負の相関関係が確認できる複数の結果が得られている。しかし、これら
の変数は正の相関関係のみが想定される（持ち家世帯比率は資金調達のしやすさ、事業所密度は集積の利益の得やすさを示
す代理変数である）ため、解釈を与えるのは難しい。ちなみに、岡室、小林（2005）も両変数について、符号が負の推計値
を得ている。 
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る。こうしたことから、大学卒業者比率と専門的・技術的職業従事者比率の高い地域は開業率が高ま
りやすい傾向にあると推察される。 

本レポートで新たに説明変数に加えた廃業率が開業率と正の相関を持つことについては、新設事業
所の進出余地が生まれた地域や、ビジネスに失敗してもやり直せる土壌がある地域ほど、事業を開始
しやすいということであろう。 

開業率と負の相関関係が確認できた説明変数についても、岡室、小林（2005）を参考にして解釈す
る。完全失業率については、これが低い地域ほど、経済環境が良好な地域であるため、事業所を開業
しやすいと考えられる。また、製造業の平均賃金は、事業を開くにあたって採用する従業員の賃金水
準を代理する変数であるため、高い賃金であればあるほど、開業の制約になっているとみられる。製
造業事業所比率と開業率が負の相関を持つことについても、大きな初期投資が必要な製造業より
も、比較的少ない投資額から事業を始められるサービス業が盛んな地域ほど開業率が高くなりやすい
ことを意味すると考えられる7。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
7 岡室、小林（2005）では、経済のサービス化によって製造業の比率が低い地域で開業率が高いとする先行研究の結果を仮
説としている。 
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3．神奈川県は構造的に開業しやすい地域 

以上の推計結果を踏まえる
と、神奈川県の開業率が高い理
由が説明できる。図表 3 では、図
表 2 の推計において、民営事業
所の開業率と正の相関関係が確
認できた 4 つの指標と、負の相
関関係が確認できた 3 つの指標
について、全国の中での神奈川
県の順位を確認した。これをみ
ると、正の相関を持つ 4 つの指
標について、本県は全ての指標
が全国上位に位置していることが分かる。また、負の相関が確認できた 3 つの指標については、製造
業の平均賃金こそ、本県は全国上位に位置するものの、完全失業率と製造業事業所比率は全国下位で
ある。これらを踏まえると、本県は事業所を開業しやすい地域的な特徴があるために、全国の中でも
開業率が高い水準にあると推察される。 

人口増減率の高さや高度人材の多さなどの地域の構造的な特徴は、短期間では変化しにくい。従っ
て、神奈川県は今後も全国以上に開業率が高い水準で推移しやすいと考えられる。本県はスタートア
ップ企業の創業で全国をけん引できる可能性を秘めているといえよう。 
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図表 3 神奈川県には事業を開きやすい特徴がある 

神奈川県の民営事業所開業率 2016～2021年

項目 年 神奈川県の順位 開業率への効果

人口増減率 2015～2020年 全国3位 +
大学卒業者比率 2020年 全国2位 +

専門的・技術的職業従事者比率 2020年 全国2位 +
民営事業所廃業率 2016～2021年 全国6位 +

完全失業率 2020年 全国29位 -
製造業の平均賃金 2020年 全国2位 -
製造業事業所比率 2021年 全国37位 -

全国5位

出所：経済産業省「工業統計」、総務省・経済産業省「経済センサス活動調査」、総務省「国勢調査」より
　　　 浜銀総研作成

注1：国勢調査から取得している項目については、大学卒業者比率以外は不詳補完集計での順位。

注2：民営事業所開業率と民営事業所廃業率は、事業内容等不詳を含まないベース。
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＜AppendixⅠ＞分析方法の詳細 

岡室、小林（2005）は、市町村のクロスセクションデータを用いて、事業所の開業率を被説明変数
とする回帰分析を行っている。これに倣い、本レポートでも開業率を説明する要因として、人口増減
率（2010～2015 年）、製造業の平均賃金（2016 年）8、完全失業率（2015 年）、大学卒業者比率（2020 年）、専
門的・技術的職業従事者比率（2015 年）、持ち家世帯比率（2015 年）、事業所密度（2016 年）、製造
業事業所比率（2016 年）、事業所規模（2016 年）を採用した。 

また、本レポートでは、開業率と密接な関係があると考えられる廃業率を説明変数に加えた。企業
の新陳代謝が活発な地域は既存事業所の廃業が多く、このことが当該地域に新規事業所の進出余地を
生むと考えられるからである。さらに、経済センサス活動調査の調査方法変更の影響を考慮するた
め、「事業内容等不詳の新設事業所数」、「2016 年の事業所数に対する 2016～21 年の事業内容等不詳
の新設事業所数の増分の比率」を説明変数に加えて回帰分析を行った。これらの変数は、経済センサ
ス活動調査の調査方法変更の影響をコントロールするために加えている9。 

なお、岡室、小林（2005）では、前述の説明変数に加えて、交通アクセスの指標（新幹線の駅の有
無、高速道路のインターチェンジの有無）、公共サービスの指標（住民 1 人当たりの歳出額、住民 100 人
当たりの地方公務員数）も説明変数として用いているが、データセットの用意が難しいことから、今
回の分析では扱わなかった。 

分析に使用したのは 1,806 市区町村のデータである（基本統計量は図表 4 を参照）。データセット
から欠測値のあるサンプルを除いた上で、民営事業所の開業率が 100％以上変化している福島県楢葉
町を外れ値として除外した。 
 
【説明変数とその意味（岡室、小林（2005）を参照した）】 

人口増減率         ：地域の需要の増減要因 
製造業の平均賃金      ：開業にあたっての労働コスト 
完全失業率         ：地域の経済環境10 
大学卒業者比率       ：高度人材の多さ 
専門的・技術的職業従事者比率：高度人材の多さ 
持ち家世帯比率       ：資金調達のしやすさ 

 
8 製造業の平均賃金の計算に用いた従業者数は、2017 年 6 月 1 日の値。 
9 経済センサス活動調査における新設事業所には、新たに開業した事業所（以下、開業事業所）だけでなく、新たに捕捉さ
れた事業所（以下、捕捉事業所）も含まれている。特に、2021 年活動調査においては、新しい調査方法への移行によって外
観からの把握が難しい事業所も捕捉されるようになったため、捕捉事業所は前回調査以前よりも多いと考えられる。捕捉事
業所には 2016 年当時から存在した事業所を含むため、推計にあたっては、捕捉事業所数が開業率に与える影響をコントロー
ルする必要がある。そこで、本レポートでは、新しい調査方法への移行によって捕捉された捕捉事業所は、外観からは把握
できなかった事業所であることを踏まえて、事業内容等不詳が多かったとの大胆な仮定を置いた。この仮定の下では、事業
内容等不詳の新設事業所数は、新しい調査方法によって捕捉された捕捉事業所数に近い概念となる。このため、これを説明
変数に加えることで、捕捉事業所数が開業率に与える影響を一定程度除去することを試みている。さらに、2016 年の事業所
数に対する 2016～21 年の事業内容等不詳の新設事業所数の増分の比率は、新しい調査方法によって捕捉された捕捉事業所
の発生率に、実質的に近い概念となる。従って、これも説明変数に加えた推計を行った。 
10 ここでは、推計結果を先取りして、完全失業率と開業率は負の相関関係にあることを想定しているが、正の相関関係とな
るという考え方も存在する。詳細は岡室、小林（2005）を参照。 
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事業所密度         ：集積の利益の恩恵の受けやすさ 
製造業事業所比率      ：開業率の低下要因となる製造業の比率の高さ 
事業所規模         ：当該地域に参入した企業の平均的な規模（参入障壁） 

 
【本レポートで追加した説明変数とその意味】 
 民営事業所事業所廃業率   ：新設事業所の進出余地の大きさ、事業のやり直しのしやすさ 
 事業内容等不詳新設事業所数 ：経済センサス活動調査の調査方法変更の影響をコントロール 
 2016～2021 年の事業内容等不詳新設事業所数増分/2016 年の事業内容等不詳を含む事業所数 

：経済センサス活動調査の調査方法変更の影響をコントロール 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表 4 基本統計量 

変数 単位 平均値 中央値 標準偏差 最小値 最大値

注1：表の統計量は分析に用いた1,806市区町村のデータ。

注2：民営事業所開業率、事業所密度、事業所規模、民営事業所廃業率は事業内容等不詳を含まないベース。

出所：経済産業省「工業統計」、総務省・経済産業省「経済センサス活動調査」、総務省「国勢調査」より浜銀総研作成
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＜AppendixⅡ＞神奈川県内で開業率の高い地域は横浜・川崎地域や県央、湘南地域 

事業所の開業は神奈川県内のどの地域で特に盛んなのだろうか。図表 5 では、神奈川県内の民営事
業所の開業率の全国比（当該地域の開業率が全国の開業率に対して何倍か）を基に、県内の各市区町
村を色分けした。図表中の赤色の地域は、民営事業所の開業率が全国を上回っている地域（全国比 1 倍
以上の地域）であり、濃い色ほど全国に比べて値が大きいことを示している。図表 5 をみると、横浜
市や川崎市といった県東部の都市部は開業率が高い。加えて、海老名市や藤沢市など、県央や湘南地
域でも開業率が高い地域がある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表 5 神奈川県内では横浜・川崎、県央、湘南地域で開業率が全国を上回っている 

注：民営事業所の開業率の全国比＝神奈川県内市区町村の民営事業所開業率/全国の民営事業所開業率。 

出所：国土交通省「国土数値情報」、総務省・経済産業省「経済センサス活動調査」より浜銀総研作成 
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